
    

第４号様式（甲）

申請者（証明の対象となる者）

　住　　　所

　　 フリガナ

　氏名（名称）

　　　（代表者氏名）

　連絡先電話番号

（日本産業規格Ａ列４番）
備考　１　法人課税信託の受託者が、当該法人課税信託についてこの申請書を提出する場合にあっては、氏

　　名又は名称と併せて法人課税信託の名称を記載すること。

２　支庁にあっては、この様式に準ずること。

※１　委任状は、委任者本人が作成してください。委任状の偽造又は偽造した委任状の行使をした者は、

　　　刑法第159条（私文書偽造等）又は同法第161条　（偽造私文書等行使）の規定により罰せられます。

※２　委任内容を確認するために、納税義務者の連絡先へ電話連絡する場合があります。

　　　なお、お電話がつながらない場合、発行をお断りする可能性があります。

※３　個人情報の保護に関する法律第76条の規定に基づき委任者本人等から納税証明申請書の開示請求が

　　　あった場合は、委任状も含めて全部開示する可能性があります。

　　　年　　　月　　　日　

　　　東京都　　　都税事務所長 殿

証　　明　　申　　請　　書

証明を必要とする理由
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　　　上記の者は、申請日の三年前の日の属する会計年度以降において、都税の徴収金

　　につき滞納処分を受けた者でないことについて証明を申請します。

公簿照合証第　　　　　号

本人・代理人（委任状等）・従業員等・その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

代理人及び従業員等氏名・住所記録欄

氏名

住所                                 連絡先電話


